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インド商標法規則改正案要旨 

 

インドにおいて2002年商標法規則は2016年初頭に改正される予定であるが、その改正の要

旨は以下の通りである。 

 

1. 著名商標の認定制度を採択 

規則第 127 条は、著名商標の認定申請を規定する。その申請は事案と証拠を伴わなければ

ならない。著名商標に認定されれば、当局のリストに掲載される。 

2. 公費値上げ 

公費（団体標章出願と異議通知を除く）は 100％値上げされた。 

3. 通常出願は 10％の追加費用 

電子出願を奨励するために改正規則では通常の出願の公費は 10％高く設定された。オンラ

イン出願では 10％安くなるが、それはオンライン出願を奨励するためである。 

但し、改正規則は技術的な問題でオンライン・サーバーにアクセスできない場合は通常出願を

選択することには言及していない。 

4. 出願の促進 

規則第 35 条は出願手続きの促進を規定している。出願後、出願人は（出願費用公費の 5 倍

を納付した後で）出願の促進を申請することができ、3 ヶ月で審査される。その後、拒絶理由の

答弁、ヒヤリング、要求があれば、出願の公告及び異議申立から、その最終処分まで手続き

が促進される。手続き促進の方法は登録官が決定する。 

5. 商標の記述 

出願人は商標を簡潔に記述しなければならない。従って、図形、ラベル及びその他の新しい

商標を出願する場合、簡潔に記述して商標を説明する必要がある。 
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6. 使用の供述は宣言書の形式で提出 

規則第 26 条（2）により、出願日前の商標の使用を主張する場合、出願人は証拠を添えて使

用を宣誓する宣言書を提出しなければならない。現行では、宣言書の提出は義務ではなく、

審査官によって要求された場合のみ宣言書を提出している。 

7. 書類の電子化 

登録官は出願人又は代理人が提供したメールアドレスに公式な通知を送付する。 

8. 異議手続き：促進の試み  

規則第 43 条は異議申立書の写しは当局が受領した日から通常 3 ヶ月以内に送付することを

規定している。当該規則は更に公式なウェッブサイトで入手できる異議申立書に基づいて答

弁ができることを規定している。現行では、当局が正式に異議申立を通知してから答弁でき

る。 

ヒヤリングは証拠提出後通常 3 ヶ月以内に設定される。 

9. フォームの統一 

現行では 75のフォームが使用されているが、凡そ 10フォームにして、多数のフォームは統合

して手続きを簡潔にする。 

10. 再審査と再調査の規定 

規則第 34 条（1）により、登録官は登録前のどの段階でも出願の再審査及び再調査を行う権

利がある。 

11. 複数の優先権は不可 

規則第 25条（3）は単一の優先権主張しかできないことを規定している。 

12. 出願した分類においてのみに限定可 

出願した商品・役務が出願した分類以外の分類に帰属する場合でも、出願した分類において

のみ商品・役務の限定をしなければならない。 

13 サウンドマークの出願 

規則第 27条（5）はサウンドマークの登録出願には音符と共に 30秒以内のMP3フォーマット

を提出しなければならない。 

                         （出典：DePENNING & DePENNING） 
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